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事業場における治療と職業生活の両立支援の促進に向けた厚生労働省･ガイドラインが平成28年2月に公表され、平成29年3月に公表された｢働き方改革実行計画｣でも"病気の治療と仕事の両立"対策は重要な柱として位置付けられました。また、平成30年10月には「治療と仕事の両立支援対策の推進について」が関係機関に通知され、治療と仕事の両立の可能性がより一層拡大されるよう、「治療と仕事の両立支援の総合的対策」に基づき、関係施策を総合的かつ横断的に推進することとされたところです。
治療と仕事の両立支援の取組には、労働者の健康確保だけでなく、安心感やモチベーションの向上による労働者の定着と生産性の向上、健康経営やダイバーシティの推進による組織や事業の活性化、企業の社会的責任(ＣＳＲ)やワーク･ライフ･バランスの実現という重要な意義があります。
この度、両立を支援する諸機関･団体の仕組みや、両立支援の取組を進めている企業･事業場の実例を紹介しながら、両立支援対策の重要性に対する理解と企業･事業場での取組の促進に向け、著名な先生方からの御講演をいただくセミナーを開催することといたしました。 
事業主、事業場の労務管理･安全衛生管理担当者、産業医や産業看護職などの産業保健関係業務従事者等を含め、多数の皆様が奮ってご参加くださるよう、お願い申し上げます。
１　日　　　時　　　平成 31年 1月 15日(火)　13:30～　(17:00頃終了予定)

２　場　　　所　　　横浜第二合同庁舎 1F 共用第1会議室
(横浜市中区北仲通5-57)
３　参　加　費　　　無　料　（申込が必要）
４　対　　　象 　　事業主､労務管理･安全衛生管理担当者、
産業保健関係業務従事者など
　(定員:120名)
５　講演の内容
　(1) (仮)治療と仕事の両立支援対策の現状と課題について
　　　　　北里大学 医学部 公衆衛生学　講師
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医学博士　　　　　　　江 口　  尚　 氏
　(2) (仮)我が社における治療と仕事の両立支援策について(取組事例)
　　　　　東京トラック運送株式会社　
　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役　営業副本部長　　　　　　大 野　敦 也　氏
　(3) がん経験者による談話(病気を抱える労働者に必要な支援策)　　　　

　　　　　一般社団法人全国がん患者団体連合会　理事長

　　　　　グループ・ネクサス・ジャパン　理事長　　　　　　　　　　天 野　慎 介　氏
　(4) 行政機関･団体による支援事業の説明

　　　① 神奈川県立がんセンターの治療･職業生活両立支援策について

　　　　　(地独)神奈川県立病院機構　神奈川県立がんセンター

　　　　　緩和ケア･患者支援部　患者支援センター

　　　② 機構による治療･職業生活両立支援策について　　　　　　　 

　　　　　(独)労働者健康安全機構 横浜労災病院　治療就労両立支援部
　　　③ 国の両立支援体制に対する助成金制度について　　　　　　　

　　　　 神奈川労働局職業安定部職業対策課
６　申込方法　　以下の申込書に所要事項を記入し ＦＡＸ(神奈川労働局 健康課045-211-0048)でお
　　　　　　　　送りください。
７　申込締切　　平成31年1月9日(水)
　　　　　　　　定員(120名)に達し次第、1月9日(水)以前でも申込を締め切らせていただきます。
８　問合せ先　　神奈川労働局 労働基準部　健康課　　　　　　　　　　　　　　℡　045(211)7353
　　　　　　　　(独)労働者健康安全機構 神奈川産業保健総合支援センター　　　℡　045(410)1160

治療と仕事の両立支援対策促進セミナー 参加申込書
本申込書をＦＡＸで送付してください。　神奈川労働局　健康課　宛て　　ＦＡＸ番号　045(211)0048
	事 業 場 名
	事業場･住所

	
	

	連絡先　電話･ＦＡＸ
	(参加人数について)

	TEL　　　　　　　　　　　FAX

	ご参加は、｢１事業場 １名まで｣
としてくださるよう、お願いします。




治療と仕事の両立支援対策神奈川県推進連絡会議(神奈川県両立支援推進チーム) 主催
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治療と仕事の両立支援対策神奈川県推進連絡会議(神奈川県両立支援推進チーム)





厚生労働省神奈川労働局(労働基準部 健康課、職業安定部 職業安定課/職業対策課、雇用環境･均等部 指導課)


横浜公共職業安定所


神奈川県 (健康医療局 保健医療部 がん･疾病対策課、福祉子どもみらい局 福祉部 高齢福祉課)


(地独) 神奈川県立病院機構 神奈川県立がんセンター


横浜市 (医療局 疾病対策部 がん･疾病対策課、健康福祉局 高齢健康福祉部 高齢在宅支援課、健康安全部 保健事業課)


(独)労働者健康安全機構　関東労災病院 治療就労両立支援センター/総合医療相談センター


(独)労働者健康安全機構　横浜労災病院 治療就労両立支援部


(独)労働者健康安全機構　神奈川産業保健総合支援センター


(公社)神奈川県医師会


(学)東海大学 医学部 〔基板診療学系 衛生学･公衆衛生学講座〕


(独)高齢･障害･求職者雇用支援機構　神奈川障害者職業センター


(公社)神奈川県社会福祉士会


(一社)神奈川県医療ソーシャルワーカー協会〔(公社)日本医療社会福祉協会〕


(特非) 日本キャリア開発協会　〔(特非)看護職キャリアサポート〕


神奈川県社会保険労務士会


(一社)日本産業カウンセラー協会 神奈川支部


かながわ難病相談・支援センター


(公社)神奈川労務安全衛生協会
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